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ジェクトの公募が 2024 年度内から開始されている。広島県は、今後もＮＥＤＯ等と連携しな
がら、研究・実証事業を継続・拡大させ、大崎上島の研究拠点機能をより強固なものとし、当
該研究拠点を中心に多くの関連企業の集積を図っていくこととしている。 

 

図表 2- 3　カーボンリサイクル実証研究拠点の全体イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）ＮＥＤＯ「カーボンリサイクル実証研究拠点」パンフレット 

図表 2- 4　カーボンリサイクル実証研究拠点における実証研究の実施状況 

 実証研究テーマ 内容 参加企業・機関 事業期間

 

実
証
研
究
エ
リ
ア

ＣＯ２有効利用コンクリ
ートの研究開発

鉄筋コンクリート・現場打設コンクリート
など市場規模の大きな製品・構造物への適
用範囲拡大に向けたＣＯ２有効利用コンク
リートの開発

中国電力(株)、鹿
島建設(株)、三菱
商事(株)

2020～ 
2022 年度 
（終了）

 
Gas-to-Lipids バイオプ
ロセスの開発

ＣＯ２を固定化して酢酸を生成し、その酢
酸から高付加価値脂質や化学品原料など
を合成する「Gas-to-Lipids バイオプロセ
ス」の開発

広島大学、中国電
力(株)

2020～ 
2024 年度

 
カーボンリサイクルを志
向した化成品選択合成技
術の研究開発

ＣＯ２とＨ２を原料として、繊維等への需
要増加が見込まれるパラキシレンを高効
率に合成するための触媒およびプロセス
の開発

川崎重工業(株)、
大阪大学

2020～ 
2024 年度

 海水を用いた有価物併産
カーボンリサイクル技術
実証と応用製品の研究開
発

海水中に含まれるマグネシウムを利用し
てＣＯ２を固定化する技術と、得られた炭
酸マグネシウムによるコンクリート・建築
材の製造法の開発

早稲田大学、(株)

ササクラ
2022～ 
2024 年度

 
エ
リ
ア 

藻
類
研
究

微細藻類由来 SAF の製造
に係る研究開発

微細藻類から油脂を抽出・改質して製造す
るＳＡＦ（持続可能な航空燃料）の製造技
術の確立に向けた研究拠点整備と、測定・
分析手法や条件設定の標準化の検討

(一社)日本微細
藻類技術協会

2020～ 
2024 年度
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（出典）ＮＥＤＯ「カーボンリサイクル実証研究拠点」パンフレット 

 

（２）県独自の取組（補助金による研究開発支援（ＨＣＣＰ）） 

  広島県では、2022 年 3 月に策定した「広島県カーボン・サーキュラー・エコノミー推進構 
想（初版）」に基づき、企業や大学等の研究者が取り組むカーボンリサイクル関連技術の研究
案件を発掘し、開発・実証を支援するため、2022 年度より研究・実証支援制度「HIROSHIMA 

CARBON CIRCULAR PROJECT（通称ＨＣＣＰ）」を開始した（図表 2- 5）。「研究単独型」、「研究者
提案型」、「県内企業課題解決型」の 3 タイプの支援の枠組みを設け、県内外の研究者に対して
最大 2,000 万円／件の研究資金と専門家による伴走支援を実施している。県外の研究者でも県
内企業と連携することで支援の対象とするなど、幅広く研究案件を発掘・支援する座組を構築
している。 

  基礎的な案件を中心に、2022 年度に 9 件、2023 年度に 14 件、2024 年度に 16 件を採択し、
累計 39 件の研究テーマの支援を行っている（図表 2- 6）。このうち、「県内企業課題解決型」
で 14 件を採択するなど、社会実装に向けて期待感のある案件もあるほか、スタートアップ企
業の案件（10 件）も積極的に採択している。カーボンリサイクルに特化した研究開発支援制度
は全国的にも少ないため、企業課題に基づいた実証的な研究開発の場を求めている企業・研究
者や、国の大型補助金の獲得に向けた研究の立ち上げ・橋渡し支援を必要としている研究者か
らの需要や期待感は大きい。 

 

 

基
礎
研
究
エ
リ
ア

カーボンリサイクル LPG

製造技術とプロセスの研
究開発

ＣＯと水素から液体燃料を合成する手法
（ＦＴ合成）を用いたカーボンリサイクル
ＬＰガスの製造における触媒技術やプロ
セスの技術開発、社会実装モデルの検討

ENEOS グ ロ ー ブ
(株)、日本製鉄
(株)、富山大学

2022～ 
2024 年度

 
微細藻類によるＣＯ２固
定化と有用化学品生産に
関する研究開発

海産微細藻類の高密度培養技術の開発、藻
類バイオマスによる有用化学品の生産、抽
出後の残渣を加工したバイオプラスチッ
クの生産を行い、これらの技術を藻類バイ
オマス生産システムとして統合・展開

(株)アルガルバ
イオ、関西電力
（株）

2022～ 
2024 年度

 
大気圧プラズマを利用す
る新規ＣＯ２分解・還元
プロセスの研究開発

新規ＣＯ２分解・還元に係るプロセス（大
気圧プラズマを利用したＣＯ２の高効率分
解、未反応のＣＯ２の炭酸塩への転換、Ｃ
Ｏから尿素等への直接合成）の開発・評価

東海国立大学機
構 岐阜大学、川
田工業(株)

2022～ 
2024 年度

 
ダイヤモンド電極を用い
た石炭火力排ガス中ＣＯ２

からの基幹物質製造

次世代電極材料であるダイヤモンド電極
を用いたＣＯ２電解還元によるギ酸製造と
その分離回収技術による、連続的な高純
度・高濃度ギ酸生成システムの構築

慶應義塾大学、東
京理科大学、(一
財）カーボンフロ
ンティア機構

2022～ 
2024 年度

 ＣＯ２を炭素源とした産
廃由来炭化ケイ素合成の
研究開発

産業廃棄物であるシリコンスラッジとＣ
Ｏ２を反応させ、有価物である炭化ケイ素
（ＳｉＣ）を合成する技術の実証研究

東北大学
2022～ 
2024 年度

 
ＣＯ２の高効率利用が可
能な藻類バイオマス生産
と利用技術の開発

気相中で藻類を培養する固相表面培養法
を用いた高効率な藻類バイオマス生産シ
ステムの開発、および製鉄分野での藻類バ
イオマスの利用技術の開発

日本製鉄(株)
2022～ 
2024 年度
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図表 2- 5　2022～2024 年度に実施した研究・実証支援制度「ＨＣＣＰ」 

※研究者：大学や企業等の研究者 

 

 区分 研究単独型 研究者提案型 県内企業課題解決型

 

概要
研究者が行う研究・開発事
業

県内外の研究者が県内の事
業者と連携して行う研究・
開発事業

県内事業者が提示する課題
に対し、県内外の研究者が
当該事業者と連携して解決
にあたる研究・開発事業

 補助対象者 県内の研究者 県内外の研究者 県内外の研究者

 補助額 上限 100 万円／半年 上限 150 万円／半年 上限 500 万円／半年

 
補助率 大学・中小企業 10/10

大学・中小企業 10/10、 
中堅企業 2/3、大企業 1/2

大学・中小企業 9/10、 
中堅企業 2/3、大企業 1/2

 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度

 採択件数 3件 4件 4 件 3件 3件 8件 3 件 7件 4件

 事業期間 最長 2 年間
 採

択
件
数
と
事
業
期
間

2022 年度

 2023 年度

 2024 年度

 2025 年度

 2026 年度
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図表 2- 6　ＨＣＣＰの採択事例 

【2024 年度】 

 

【2022 年度、2023 年度】は下記参照 

ＨＣＣＰの採択状況：　https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/77/hccp-archive.html 

 区分 採択者 研究内容

 

研
究
単
独
型

呉工業高等専門学校 
准教授　木村 善一郎

都市下水を起点とするサーキュラーバイオエコノミーの最重要部品と

なる電気アセトジェンの高速育種法確立

 広島大学 
助教　郭 方芹

再生可能エネルギー由来の変動的電力供給を想定したアルカリ水電解

水素製造における電極劣化機構の解明

 広島大学　 
特命教授　斉間 等

中小排出源を対象とした安全かつコンパクトな二酸化炭素キャリアの

開発

 広島大学 
助教　冨永 淳

光合成のダウンレギュレーションを検知する技術の開発

 研
究
者
提
案
型

株式会社ウルバ
爆発的に成長する海藻により二酸化炭素を固定し、バイオマス燃料を生

産する

 呉工業高等専門学校 
教授　及川 栄作

非加熱的に水から水素と熱生成法に使用する耐塩・耐アルカリ性装置の

開発

 

研
究
者
提
案
型

東京学芸大学 
教授　佐藤 公法

賦形化によりナノ分散された粘土鉱物による新規二酸化炭素固体吸収

部材の開発とメタネーションによる利活用

 奈良先端科学技術大学院

大学　教授　梅田 正明
樹幹バイオマスの飛躍的増産をもたらす新規技術の開発

 福山大学 
教授　都祭 弘幸

カキ殻を用いた環境配慮型コンクリートの開発とそのＣＯ２固定化能

力の評価

 名城大学 
准教授　神藤 定生

シアノバクテリアによるＣＯ２を資源としたバイオエチレン生産事業

化技術の開発

 名城大学 
教授　土屋 文

ラジカル含有リチウム複合酸化物セラミックスの常温水分解を利用し

た二酸化炭素からメタンへの転換技術開発に関する研究

 横浜国立大学 
教授　本倉 健

廃棄太陽光パネル処理工程で得られるシリコン廃棄物を用いるＣＯ２

資源化反応

 県
内
企
業
課
題
解
決
型

合同会社アークス 瀬戸内の環境に適応したカーボンリサイクル型海藻養殖技術の開発

 
株式会社ZEエナジー

牡蠣筏廃棄物を原料とした鋳鉄製造向けバイオマスコークスの開発に

関する研究

 広島大学 
特命教授　斉間 等

実燃焼排ガスを用いた二酸化炭素のアンモニアメタネーションによる

ｅ-メタン合成の実証

 弓削商船高等専門学校 
准教授　佐久間 一行

大気圧プラズマによる焼却炉排気ガスの有資源化研究
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３．事業化に向けた取組 

 

（１）広島県カーボン・サーキュラー・エコノミー推進協議会（ＣＨＡＮＣＥ）の取組 

ア　各種マッチングによる事業化の促進 

  カーボンリサイクルの社会実装を進めるためには、地域や産業立地等の条件を踏まえ、ＣＯ

２排出者と利用者を連携させる企業間連携や地域間連携を通じた共同事業組成によるイノベー
ションが重要となる。 

2021 年 5 月に設立したＣＨＡＮＣＥでは、会員への情報提供や会員相互の交流・マッチン
グを支援するため、「マッチング交流会」を毎年度 10 回程度開催し、カーボンリサイクル関連
の研究開発・事業化の取組や施策の動向などの情報提供を行っている。2021 年度～2023 年度
の間で延べ 892 人が参加し、これらを起点としたマッチング支援も行っている。そのほか、会
員シーズ・ニーズ情報に基づいた個別マッチングや、ＣＨＡＮＣＥ会員向けにカーボンリサイ
クル関連施設の見学ツアーを開催するなど、各種交流・マッチングの機会の拡充を図っている。 

さらに、企業間のマッチングによる実証等の新規プロジェクトの創出を図るため、複数のワ
ーキンググループを立ち上げ、支援を行っている（図表 2- 7）。各案件のコスト面・技術面の
ハードルはありつつも、カーボンリサイクル関連の実証・事業化に向けた具体的な検討・連携
の場としての役割を果たしている。 

図表 2- 7　ワーキンググループの設置状況 

 

イ　ビジネスへの需要拡大・普及啓発の促進 

  カーボンリサイクル関連製品の社会実装、ビジネスへの需要拡大に向けては、県内の公共土
木施設の長寿命化やインフラ整備等の効率化・高度化に資する革新技術を募集する「広島県建
設分野の革新技術活用制度」を活用し、カーボンリサイクル関連を含む、ＣＮの推進に向けた
環境負荷を低減する工法・製品の導入・活用を後押ししている（図表 2- 8）。 

またＨＣＣＰの研究成果の中から、ＣＯ２排出量の収支がマイナスとなるカーボンリサイク
ルコンクリートが広島市内の公園ベンチに初採用された（カーボンリサイクルコンクリート製
ベンチ計 48 基設置）。水素の関与を必要としない鉱物製品はカーボンリサイクルの技術成熟度
が高い製品分野の一つであり、同分野を含む先行的な事業化領域において、積極的な公共調達
を通じたさらなる需要拡大・普及促進が期待される。 

図表 2- 8　「広島県建設分野の革新技術活用制度」とカーボンリサイクルコンクリート製ベンチ 

 

 

 

 

 

 テーマ名

 燃料転換技術等を中心としたカーボンリサイクルモデル事業検討（2023 年度終了）

 広島都市圏におけるメタネーションの社会実装ＷＧ（2022 年度～）

 カーボンリサイクルに向けた再エネ調達と水素製造ＷＧ（2022 年度～）

 バイオマス発電からのＣＯ２回収と直接利用（2022 年度～）

 ＣＮメタノール船舶燃料への展開（2023 年度～）



21 

〈コラム〉　県のマッチング支援による事業化に向けた動き 
　 

カーボンリサイクルの社会実装を進めるためには、ＣＯ２排出者と利用者を連携させる企業間

連携や地域間連携を通じた共同事業組成によるイノベーションが重要です。 

広島県では、県職員が企業との間に入って、ＣＨＡＮＣＥの活動を通じた企業間のマッチング

の後押しや、研究開発支援制度（ＨＣＣＰ）の活用により、実証の場所の提供や県内外の大学と

連携した取組など、具体的なマッチング・共創事例を創出しています。 
 
■マッチング・共創事例　 
①大気中の CO2 で瀬戸内海を豊かに　～DAC 法による CO2 を固定・吸収した魚礁ブロックの開発～ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

②農作物等からのエネルギー生産　～バイオガスからのＣＯ２分離回収技術の開発～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DAC 法によるＣＯ２を固定・吸収した 

魚礁ブロックの開発

コンクリート 

二次製品メーカー

カーボンリサイクル 

炭カル製造企業

大気中の CO2 を固定化したカーボンリサイクル型の炭酸カルシウムを製造する企業が、その炭酸カ

ルシウムを原料とした、藻が着生しやすい魚礁ブロックを製造したいという要望を受け、県は、ＨＣＣ

Ｐで連携していた県内コンクリート二次製品メーカーとのマッチングを行い、両者の連携により実証試

験用の魚礁ブロックを製造しました。 
また、この魚礁ブロックの実証について、県立総合技術研究所の技術支援制度の活用を提案し、現在、

藻の着生状況などの実証試験の実施に至っています。 
今後は社会実装に向けて、実際に広島県海域に魚礁を設置している実績をもつ魚礁メーカーと連携し

た広島県海域へのカーボンリサイクル型の魚礁設置を目指し、さらなるマッチングを検討するなど、取

組を推進しています。

県立総合技術研究所水産海洋技術センターでの実証風景 魚礁ブロック

 
メタン発酵システムによるバイオガスか

らのＣＯ２分離回収技術の開発

県外大学 

(メタン発酵)

県内大学 

（ＣＯ２回収）
装置メーカー

農作物等の残さからバイオガスを生産するシステムを開発した県外大学の研究者と、ゼオライトによ

るＣＯ２分離回収の技術を保有する県内大学の研究者とのマッチングを県が後押しし、さらに県内の装

置メーカーと連携することにより、ゼオライトを活用してバイオガスから選択的にＣＯ２を吸着・回収

する実証に取り組んでいます。 

この技術を活用し、将来的には、バイオガス中のメタンは燃料・発電利用し、ＣＯ２は農業ハウス栽

培に利用するスキームの構築を目指しています。また、外部電源や化石燃料が不要であることから、停

電時の活用や途上国への展開・導入も検討されています。

将来の絵姿 メタン発酵装置 ＣＯ２回収装置イメージ 
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③その他のマッチング・共創事例 

 

                                                                                   
 

 
 

 
 
 
 
                                                                                  
 
 
 
 
                                                                                       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県外大学 精錬メーカー
（ＣＯ２回収剤開発）

 
ＣＯ２選択的回収剤による溶鉱炉排ガス

中のＣＯ２効率的回収の開発

熱設計技術 

スタートアップ企業
コンクリート 

二次製品製造メーカー
環境配慮型コンクリートの炭酸化工程

の課題解決

微細藻類 

スタートアップ
牡蠣卸・加工企業

牡蠣殻へのＣＯ２固定を見据えたマガキ

-微細藻類複合養殖システムの開発

県外大学 

（大気圧プラズマ処理開発）

大気圧プラズマによる焼却炉排気ガス

の有資源化
産業廃棄物処理企業

廃棄太陽光パネル由来のシリコン廃棄

物を用いたＣＯ２の有資源化

県外大学 

（シリコン廃棄物・ＣＯ２資源化）

微細藻類 

スタートアップ
自動車メーカー

DAC 

スタートアップ企業 農産物栽培・育種企業 ＣＯ２を利用したイチゴ新栽培法の開発

微細藻類によるバイオ燃料生産の課題

解決

再エネ 

関係企業

メタノール 

関係企業
再エネ調達とグリーン水素製造による

ＣＮメタノールの製造
水素関係企業

牡蠣筏廃棄物を原料とした鋳鉄製造向けバイオマスコークスの開発

ゲノム編集 

スタートアップ
微細藻類 

スタートアップ

産業廃棄物 

処理企業 

微細藻類の量産化に向けた培養条件

の確認

産業廃棄物処理企業

産業廃棄物処理企業炭化装置メーカー 自動車部品 

メーカー
破砕機器製造企業

DAC 

スタートアップ企業
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ウ　県内研究・取組事例の情報発信、ブランド化 

経済産業省およびＮＥＤＯでは、カーボンリサイクルに関する日本からの対外発信の場とし
て、また世界の学界・産業界・政府関係者との連携を深めることを目的に、「カーボンリサイ
クル産学官国際会議」を 2019 年以降毎年開催している。広島県では、国への誘致活動を行い、
初の地方開催として「第 5 回カーボンリサイクル産学官国際会議 2023」が広島市内で行われ
た（図表 2- 9）。 

当日はオンラインを含む 20 か国 818 名のカーボンリサイクル研究者・関係者が参加し、Ｃ
Ｎに向けてカーボンリサイクルの果たすべき役割や産業間・地域間・国際連携のあり方などに
ついて意見交換が行われたほか、ポスターセッションではＣＨＡＮＣＥ会員 22 者が出展する
など、広島県の取組が国内外へ発信された。また、広島県主催の取組として、広島県内の学生・
生徒が海外研究者と直接意見交換を行う「学生交流会」を実施し、次世代の研究・技術開発を
担う学生・生徒の理解と関心を広く喚起する機会を提供した。 

  そのほか、前述したマッチング交流会等のイベントを通じて、カーボンリサイクル分野の周
知・啓発活動を実施している。これまで、ＣＨＡＮＣＥ設立フォーラムやＨＣＣＰ成果発表会
などの複数のイベントを開催し、延べ 1,000 人以上の県民や関係者が参加しており、県民が幅
広くカーボンリサイクル関連の取組や成果に触れる機会となっている。 

 

図表 2- 9　「第 5回カーボンリサイクル産学官国際会議 2023」 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ　次世代人材の育成 

  次世代を担う若手人材・研究者の育成やカーボンリサイクル分野の普及啓発・裾野拡大を図
るため、ＣＨＡＮＣＥ会員等が講師となり、県内の高校・高専を対象とした特別授業やワーク
ショップをＣＨＡＮＣＥの活動の一環として開催している（図表 2- 10）。これらの取組によ
り、カーボンリサイクルに関心を寄せた生徒に対しては、会員への取材訪問や実証研究拠点の
見学等、継続的な支援も行っている。 

 

図表 2- 10　次世代教育特別授業の様子 
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（２）県内企業・会員企業の取組動向・事例 

ア　ＣＯ２分離回収 

  ＣＯ２分離回収については、1980 年代から石炭火力発電所や大規模工場等で実用化されてい
る化学吸収法を始め、様々な技術が開発・検討されているが（図表 2- 11）、2020 年に国の統
合イノベーション戦略推進会議で策定された「革新的環境イノベーション戦略」において、小
規模・低濃度を含む様々なＣＯ２排出源に対応する分離回収能力を獲得することに加え、ＣＯ

２分離回収コスト（現行の化学吸収法で 4,200 円/t-ＣＯ２）を 2050 年までに 1,000 円/t-ＣＯ

２に引き下げることを目指して技術開発を行うことが打ち出されており、ＮＥＤＯ事業等で具
体的な開発・実証が進められている。 

  広島県内でも、複数のＣＨＡＮＣＥ会員企業において、化学吸収法や物理吸着法、膜分離法
などをベースとした技術開発・事業化が進められている。その中で、県内の化学素材メーカー
では、独自の微粒子合成技術を活かして、酸化鉄とナトリウムからなるナトリウムフェライト
を用いたＣＯ２吸着材を新たに開発し、事業化に向けたプロセス開発・実証が行われている。
ナトリウムフェライトは固体回収材のため、取り扱いが容易で、回収に必要なエネルギーを従
来の約３分の１に削減することができる。またＣＯ２を選択的に化学吸着するため、高純度の
ＣＯ２を得ることができ、腐食・劣化の問題も生じない。同社では、汎用性が高く排出源の多
い（＝回収ＣＯ２を地産地消しやすい）ボイラ由来の排ガスをメインターゲットとした事業展
開を目指しており、2022 年７月にはＧＩ基金事業にも採択され、ＣＯ２回収性能の向上や製造
方法の確立などに取り組んでいる。 

 

図表 2- 11　主なＣＯ２排出源と分離回収技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）ウェブサイト「ＣＯ２分離回収技
術の進化で、カーボンニュートラル実現を目指す！」 

 

イ　化学品、燃料 

  ＣＯ２の化学品化や燃料化は、カーボンリサイクルの中心的な領域として位置付けられてお
り、ＮＥＤＯ等においても重点的な技術開発支援が行われている。 

  ＣＨＡＮＣＥ会員企業では、水素とＣＯ２から人工的にメタンを合成する「メタネーション」
の技術開発・事業化に取り組む企業が複数見られる。メタネーションの技術開発・事業化にお
いては、メタン合成に用いられる高性能触媒の開発やメタネーション設備の大型化・高効率化、
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ＣＯ２分離回収技術を組み合わせた効果的なソリューション開発などがポイントとなっている。
メタネーションで合成されたメタンは「合成メタン」や「e-メタン」などと呼ばれ、都市ガス
等の原料である天然ガスの代替燃料として用いられるほか、化学品やプラスチック製品、液体
合成燃料の原料として活用されることが見込まれている。 

県内のガス会社では、広島大学と連携し、アンモニアによるメタネーションの実証研究を行

っている（2024 年度のＨＣＣＰ採択案件）。従来のメタネーションでは水素を使用するのが一

般的だが、アンモニアメタネーションでは、水素に比べて化学反応による発熱が抑えられるた

め、エネルギーを有効利用でき、コスト低減につなげることが可能となる。また、アンモニア

は極低温による液化や専用設備が必要な水素より扱いやすく、既存の輸送インフラを活用でき

るメリットもある。より実用的な合成メタンの製造・活用が進むことで、県内都市ガスのＣＮ

化に寄与することが期待される。 

　　そのほか、大崎上島のカーボンリサイクル実証研究拠点やＨＣＣＰによる研究開発支援にお

いて、化学品や燃料製造を志向した開発・実証が複数進められており、特に微細藻類を活用し

た研究開発の厚みが増している。SAF やバイオプラスチック等のカーボンリサイクル製品のほ

か、培養環境・装置に関わる研究テーマなどもあり、地産地消型の多様な製品開発に結び付く

ことが期待される。 

 

図表 2- 12　メタネーションのイメージ（都市ガス代替燃料利用ケース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）経済産業省 資源エネルギー庁ウェブサイト「ガスのカーボンニュートラル化を実現する『メタネ

ーション技術』」 

 

ウ　鉱物（コンクリート等） 

  ＣＯ２の鉱物化については、価格や調達等に課題を抱える水素を必要とせず、技術成熟度も
比較的高い道路ブロック等のコンクリート製品の開発・事業化が進んでおり、広島県内でも３
（１）イで示したように、県の支援制度の成果を活用し、カーボンリサイクルコンクリートを
公園ベンチへ実装した事例が生まれている。 

  そのほか、県内企業等が共同で、セメントの半分以上を特殊な混和材や産業廃棄物等に置き
換えることで、セメント製造時に排出されるＣＯ２を大幅に削減した環境配慮型コンクリート
を実用化した事例も見られる。ここで使用される特殊な混和材はＣＯ２と反応・吸収し、硬化
する性質を持っており、ＣＯ２吸収槽内で火力発電所の排ガス等と接触させることにより、排
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ガス中の大量のＣＯ２を吸収・固定化することが可能となっている（一般的なコンクリートの
製造時ＣＯ２排出量の 38％相当分を吸収可能）。さらに、コンクリート表面の白華現象（白い
生成物の表出）を抑制し、一般的なコンクリートと同等以上の強度の確保や耐摩耗性の向上、
乾燥収縮の大幅な低減など、機能面での特性も高めている点も本製品の大きな特長となってい
る。カーボンリサイクル実証研究拠点では、これらの技術の適用範囲を広げるための実証研究
も行われており（2020～2022 年度）、道路ブロック等の無筋コンクリート製品だけでなく、現
場打設や鉄筋コンクリート等の幅広い使途への適用に向けた開発・検討が進められている。 

 

図表 2- 13　カーボンリサイクルコンクリート・セメントの製造イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）経済産業省 資源エネルギー庁ウェブサイト「コンクリート・セメントで脱炭素社会を築く!? 技術革新
で資源もＣＯ２も循環させる」 
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４．カーボンリサイクル関連環境 

 

（１）再生可能エネルギー 

  太陽光発電を始めとする再生可能エネルギーは、地域内でＣＯ２フリー水素を確保し、地産
地消型のカーボンリサイクルや「中小規模分散型」の産業間連携を進めていく上で、重要な要
素と位置付けられる。 

  太陽光発電については、2024 年 3 月末時点の認定容量で、広島県内に 1,789MW（全国 17 位）
の住宅・非住宅太陽光発電設備が設置・計画されている※1 。従来の自社内・自社投資に加え
て、県内の複数の需要家が連携して遠隔の未利用地に新たに太陽光発電設備を設置し、発電事
業者を介して再エネ電力の供給を受けるオフサイトコーポレート PPA の取組も行われるなど、
発電・調達ルートの多様化も進みつつある。また導入ポテンシャルの面では、県庁所在地の年
平均日射量とそこから想定される年間予想発電量が全国 11 位、公共系および産業系建築物（公
共施設、発電所・工場・物流施設、低・未利用地、農地）の設置可能面積等から算出される同
建築物での年間発電電力量は全国 19 位と上中位に位置しており※2、太陽光発電に関して相対
的に高い導入ポテンシャルを有している。 

  バイオマス発電については、2024 年 3 月末時点の認定容量で県内に 291MW（全国 11 位）の
発電設備が設置・計画されており※1 、全国的にも上位の発電規模を有している。特に木質系
を主燃料とする施設が多く、代表的なものとして、電力会社とガス会社の共同出資により、国
内最大級（最大発電出力 112MW）の木質系バイオマス発電施設が 2021 年 4 月から稼働してい
る。県内の林地残材等の未利用木材や海外の木質系バイオマス燃料を 80％程度利用しており、
県内の林業振興と再エネの普及拡大に貢献している。 

※1 資源エネルギー庁「固定価格買取制度情報公開用ウェブサイト」 
※2 環境省「令和元年度 再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報等の整備・公開等に関する委託業

務報告書」 

 

（２）ＣＯ２フリー水素 

  県内でカーボンリサイクルを推進していく上で、発電やモビリティの燃料としてだけでなく、
カーボンリサイクル化学品やカーボンリサイクル燃料を合成する原料としても重要なＣＯ２フ
リー水素・アンモニアの安価・安定的な調達・供給に向けた取組は、地域として欠かせない要
素と言える。 

  前項（第１章２（４））で概観したとおり、広島県周辺では、周南（山口県）と波方（愛媛
県）で 100 万トン超のアンモニア供給拠点の整備が計画されており、水島（岡山県）でも 10

万トン程度の水素供給が予定されている（図表 2- 14）。これらの拠点では、再エネ電力等を用
いて海外で精製された水素・アンモニアを海上輸送し、主に沿岸部のコンビナート立地企業や
自動車メーカーの自家発電燃料向けに供給する見込みとなっている。そのほか、姫路・播磨（兵
庫県）では、瀬戸内と関西の結節点となる地域特性を活かして、水素等の大規模サプライチェ
ーン構築およびＣＮＰ（Carbon Neutral Port：カーボンニュートラルポート）形成に向けた
先行的な取組が進められており、電力、ガス、鉄鋼、化学等の多様な立地企業において水素等
の利活用が検討されている。 

  広島県のカーボンリサイクルに係る取組の推進にあたっては、これらの近隣供給拠点と連携
し、ＣＯ２フリー水素・アンモニアの地域レベルでのサプライチェーン構築や地産地消推進に
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向けた取組が重要となる。 

 

図表 2- 14　広島県周辺での水素・アンモニアの大規模供給拠点形成に向けた取組概要 

（整備内容・検討経緯・供給計画等） 

（出典）各拠点のプレスリリース資料、兵庫県土木部港湾課「播摩臨海地域におけるカーボンニュートラルポー
ト形成の取組み」より広島県作成 

 

（３）　輸出入・輸送インフラ 

  地域内でＣＯ２フリー水素・アンモニアのサプライチェーン構築を図る上では、需給のプレ
ーヤーの確保に加えて、既存の港湾設備や産業インフラ等を有効活用した受入・貯蔵・供給の
インフラ整備が重要な要素となる。 

  広島県内では、ＣＮＰの形成を目的として、広島港、福山港、呉港において、港湾脱炭素化
推進計画の策定に向けた港湾脱炭素化推進協議会が開催されるなど、次世代エネルギーの利用
等に向けた検討が進められている。 

 

 

 拠点地域 供給対象 参画・関連企業 取組概要

 

周南 
（山口県）

アンモニア
出光興産(株)、東ソー
(株)、(株)トクヤマ、
日本ゼオン(株)

・出光興産徳山事業所の LPG 貯蔵施設を活用した
アンモニアの輸入基地化、コンビナート各社へ
の供給インフラ整備を検討 

・周南コンビナートのＣＮ化を目指す「周南コン
ビナート脱炭素推進協議会」を産学官で設置
（2022.1）、その具体策の一つとして位置付け 

・2030 年までに年間 100 万トン超のカーボンフリ
ーアンモニア供給体制の確立を目指す

 

波方 
（愛媛県）

アンモニア

四国電力(株)、太陽石
油(株)、大陽日酸(株)、
マツダ(株)、三菱商事
(株)、波方ターミナル
(株)、三菱商事クリー
ンエナジー(株)

・液化石油ガス（LPG）輸入基地である波方ターミ
ナルをアンモニア供給拠点に転換・整備 

・三菱商事と四国電力を共同事務局とする協議会
を設置（2023.4） 

・2030 年までに年間約 100 万トンを扱うハブター
ミナルにすることを想定し、関連の法規制対応
や需要拡大策等について検討

 

水島 
（岡山県）

水素 
（MCH）

ENEOS(株)、JFE スチ
ール(株)

・ENEOS と JFE スチールがＣＯ２フリー水素の利活
用に関する共同検討を開始し（2023.10）、2030

年までに水素サプライチェーン構築を目指す
（最大 10 万トン-H2/年程度） 

・ENEOS 水島製油所において MCH をキャリアとし
た水素の受入・貯蔵・供給を進め、JFE はカー
ボンリサイクル高炉試験炉や燃料用途での水
素利用を見込む

 

姫路・播磨 
（兵庫県）

水素 
（液化水素）

関西電力(株)、川崎重
工業(株)、西日本旅客
鉄道(株)、三菱重工業
(株)、 大阪ガス(株)、
(株)神戸製鋼所 など

・播摩臨海地域カーボンニュートラルポート推進
協議会の設置（2022.7）を皮切りに、立地企業
を中心とした水素利活用の取組・検討が進展 

・港湾脱炭素化推進計画において、2030 年の水素
需要を約 19 万トン/年、2050 年には約 571 万ト
ン/年を見込む 

・関西電力が姫路エリアでの液化水素サプライチ
ェーン構築を目指すほか、液化水素海上輸送に
関する技術開発（関西電力、川崎重工業）、水素
パーク整備（三菱重工業）等の取組が進展
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（４）多様な産業集積 

  カーボンリサイクルの技術開発と社会実装を進めていく上で、地域内にこれらを支える多様
な産業が集積していることは、大きなアドバンテージになり得る。 

  広島県はものづくり県として、中四国では最大の製造品出荷額の規模（2021 年 9.9 兆円）
をもつのに加え、鉄鋼、化学、窯業、自動車、一般機械などの重厚長大型産業から、電子部品、
精密機械、バイオ・食料品などの軽薄短小型産業まで、バランスの取れた産業構造を有してい
ることを強みとしている。また、広島市や福山市、東広島市などの中枢・中核都市を中心に、
これらのものづくり産業を支える設計・開発支援、評価・分析、ICT・ソフトウェア、金融な
どの産業支援型サービスや、大学・高等専門学校を始めとする学術・研究機関、飲食、流通な
どの生活支援型サービスが集積している点も、新たな産業創出を図る上で有力な事業基盤とな
っている。さらに、これらを苗床として、他にない製品・技術を持つ「オンリーワン企業」や
トップシェアを誇る「ナンバーワン企業」が数多く生み出されているのも広島県の特徴であり、
次世代を担う新たなスタートアップ企業・人材を育成・輩出する高いポテンシャルを有してい
ると言える。 

  こうした多様な産業集積は、カーボンリサイクルを支える技術面、カーボンリサイクル製品
を受け入れる市場規模の両面で優位な環境をもたらすものであり、地域内での企業間連携やＣ
Ｏ２排出・回収・有効利用のサプライチェーン構築を進めていく上での基盤となり得る。 

 

（５）豊富な自然環境（グリーンカーボン、ブルーカーボン） 

ア　グリーンカーボン（森林生態系に固定される炭素） 

広島県は県土面積の 72％を森林が占めており、ＣＯ２の吸収源となる森林が都市部と近接し
ていることを含めて、実証環境としてのポテンシャルがある。 

また、2021 年度から「2025 広島県農林水産業アクションプログラム」に基づいて将来に渡
って毎年 40 万㎥の生産量を持続できる体制整備に取り組んでおり、2021 年度に初めて 40 万
㎥の県産材の生産量が達成されたところである。林業経営適地の集約化を進め、経営を長期的
な視点で担う経営力の高い林業経営体を育成することで、間伐や再造林等の森林整備の推進や
手入れ不足の人工林の整備を進め、森林のＣＯ２吸収源の効果と木材の建築物活用による炭素
固定の効果が期待できる。 

 

イ　ブルーカーボン（海洋生態系に固定される炭素） 

ブルーカーボンは、広大な海洋が有するＣＯ２吸収・貯留の自然のメカニズムで、さらに人
為的な工程を加えてＣＯ２の吸収速度や貯留容量の増大を図ることで、大気中のＣＯ２を回
収・除去するネガティブエミッション技術の一つとして注目されている。2009 年に発表され
た国連環境計画（UNEP）の報告書で、陸上の森林生態系に取り込まれる炭素を示すグリーンカ
ーボンに対し、初めて海洋を区別してブルーカーボンが定義された。 

瀬戸内海には、広域的に藻場や干潟が分布し、特に堆積作用（炭素固定能）の高いアマモ場
や炭素吸収力の高い岩礁性藻場（ガラモ場等）が存在している。環境省の藻場・干潟分布状況
調査（2022・2023 年度）によれば、瀬戸内海全体で 16,963ha（東京ドーム約 3,628 個分）の
藻場面積を有しており、前回調査（2015～2017 年度）から約 9％増加している。また、国立研
究開発法人水産研究・教育機構が日本の海域で算定した藻場タイプ別のＣＯ２吸収ポテンシャ
ル（海草・海藻の現存量 1g 当たりのＣＯ２貯留量）では、瀬戸内海のアマモ場は東北太平洋に
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次いで高いＣＯ２吸収ポテンシャルを示している。 

こうした優位性・ポテンシャルを背景に、尾道市では、「尾道の海のゆりかご（干潟・藻場）
再生による里海づくり」というプロジェクトにおいて、国土交通省中国地方整備局が造成した
干潟（高尾、海老、灘、百島）を地元の漁業協同組合が適切な維持管理を行うことで、藻場の
再生や生態系の回復に取り組んでいる。この取組により、2022 年 12 月に 130.7ｔの J ブルー
クレジットが認証され、翌年 2 月にクレジットを取得し、干潟・藻場の保全・再生活動やそれ
に向けた各種調査、普及啓発のための環境学習や講演会等の実施に充てている。 

 

図表 2- 15　ブルーカーボンの生成イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）ENEOS 株式会社 
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【参考】カーボン・サーキュラー・エコノミー実現に向けた広島県の強み・ポテンシャル 

 

 

 カーボンリサイク
ル関連技術 広島県の強み・ポテンシャル

 

電力 
部門

再生可能 
エネルギー

・豊富な年平均日射量と年間予想発電量の高さ（全国中上位） 
・太陽光・風力発電機器のサプライヤー及び施工・運営など関連事業者の集積 
・木質系を中心としたバイオマス発電規模の大きさ、バイオマス発電所(専焼・混焼)の設立進展 
・小水力電力プラントメーカーの立地(西日本唯一)

 
火力＋ＣＣ

ＵＳ

・大崎クールジェンプロジェクトの進行 
・高濃度ＣＯ２の排出拠点(発電所・製鉄所など)の集積 
・発電プラント・主要設備メーカーの技術開発(脱硝・脱硫)や事業所の立地

 

水素・アンモニ
ア発電

・発電プラント・主要設備メーカーの技術開発（脱硝・脱硫）や事業所の立地 
・水素・アンモニア大規模供給拠点計画地（周南、波方、水島）への近接性 
・県内港湾（広島港、福山港）でのＣＮＰ認定に向けた取組・検討 
・県内産業利用でのニーズ(エネルギー多消費型産業の集積) 
・水素・アンモニア製造・貯蔵・利用に関する県内大学のシーズ、産学官での連携体制

 

産業 
部門

ＣＯ２ 
分離回収

・大崎クールジェンでのＣＯ２分離・回収の大規模実証 
・県内企業等での新規事業開発

 
水素・メタン 

(メタネーション)
利用

・都市ガスインフラのネットワーク（受入・製造拠点、パイプライン） 
・水素・アンモニア大規模供給拠点計画地（周南、波方、水島）への近接性 
・県内港湾（広島港、福山港）でのＣＮＰ認定に向けた取組・検討 
・県内産業利用でのニーズ(エネルギー多消費型産業の集積) 
・水素製造・貯蔵・利用に関する県内大学のシーズ、産学官での連携体制

 水素還元 
製鉄

・大型製鉄所の立地 
・カーボンリサイクル高炉の技術開発・実証の進展 
・ＣＯ２分離・回収拠点、及びＣＯ２供給拠点としての可能性

 ＣＯ２吸収型
セメント・ 

コンクリート

・県内企業による研究開発、製品化事業所の立地 
・大崎上島実証研究拠点での技術開発プロジェクトの進展 
・県内での先行的な導入実績

 カーボンリサイク
ル化学品・ 

カーボンリサイク
ル燃料

・大崎上島実証研究拠点での技術開発プロジェクトの進展 
・微細藻類関連の研究シーズ・研究開発機能の集積 
・瀬戸内沿岸の企業・技術集積 
・輸出入インフラ 
・県内産業利用での可能性(県内での循環形成)

 バイオマス活用 
(燃料・材料)

・県内の豊富な森林・海洋資源（グリーンカーボン、ブルーカーボン） 
・先行的な利活用・開発企業(サーマル/マテリアルリサイクル)の存在 
・県内大学シーズ、産学官での連携体制

 

運輸 
部門

EV/FCV

・自動車メーカーの研究開発拠点、及び自動車関連産業の集積 
・水素製造・貯蔵・利用に関する県内大学のシーズ 
・産学官での連携体制 
・県内 SU 企業による商品化

 

合成燃料

・自動車メーカーの研究開発拠点、及び自動車関連産業の集積 
・造船会社・船舶用機器・部品メーカーの集積 
・県内で走行・運行する自動車・船舶・産業利用でのニーズ 
・社会実装プロジェクトの進行(自動車・船舶)

 炭素 
除去

DACCS 
植林 

ブルーカーボン

・県内森林面積の広さ（県土の 7 割）、瀬戸内海の藻場・干潟の豊富さ 
・グリーンカーボン・ブルーカーボンに関する県内での先行的な取組・実績（早生樹・藻場再生など） 
・研究機関の立地



32 
 

第３章 カーボン・サーキュラー・エコノミー実現に向けた具体的取組 

 

１．取組方針と目標 ～目指す姿～ 

（１）取組方針 

前章において把握した、広島県の強みをもとに、広島県がカーボンリサイクルの先進地としてブランドを確立し、

長期的にもカーボンリサイクル研究の拠点性を高めて世界に貢献すること、また広島県内企業や県民がカーボンリ

サイクルへの関心・理解を深めること、そしてカーボンリサイクルが本県の新たな産業の柱の一つとなることが目

指すべき方向である。それを踏まえ、２つの方針を定める。 

 

方針１ 

「拠点化」 

国等と連携した大崎上島研究拠点の機能の充実等により、本県におけるカーボンリサイクル

の研究強化、「拠点化」を図り、我が国のカーボンリサイクル技術をリードする、本県の「ブ

ランド化」を進める。 

具体的には、 

●県内大学での研究案件を増やし、研究の高度化・多様化を進める 

●研究成果を起業や産学連携により社会実装させようとするマインド醸成 

●研究者が信頼できる経営パートナーとマッチングしやすい環境の構築 

により、社会実装の早期実現と県内ベンチャー企業や新事業を多数創出する。 

方針２ 

「新産業の集積」 

カーボンリサイクルに資する製品開発やサービス提供に取り組む県内企業への支援や、関連

企業の県内への積極的な誘致により「新産業の集積」を図る。 

具体的には、 

●県内企業のカーボンリサイクルに係る研究や事業化の取組を増加・発展させる 

●県内企業が抱えるニーズや課題に対する解決策検討や企業間連携の環境づくりに取り組む 

●広島でのビジネスチャンスを示し、国内外の経営者等を県内に引き寄せる 

ことにより、企業等の各取組を前進させ、社会実証の実績を増やしていく。 

 

（２）目標 

2030 年 ●カーボンリサイクル関連のスタートアップ企業が広島で育ち、集まっている 

●県内企業によるカーボンリサイクルに寄与する製品やサービス等の開発、事業化の取組が活発にな

っている 

●革新技術やコスト低減のブレイクスルーに向けた研究が継続され、一部が社会実装されている 

2050 年 カーボンリサイクルに係る事業が県産業の柱の一つとなっており、世界のＣＮに貢献している。 
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２．「拠点化」に向けた今後 3年間の具体的な取組 
（１）研究開発支援（カーボンリサイクルサンドボックス）の充実 

2050 年に向け、カーボンリサイクルに関連する研究案件を発掘し、その要素技術開発・基礎研究開発を促進す
る。また、各研究をスケールアップしていくため、制度融資の優遇適用、金融機関と連携したプロジェクトファ
イナンスの構築、ＶＣ等への情報提供など、研究ステージに応じた調達機会の設定や資金調達方法の多様化を図
る。さらに、2030 年頃からの早期に実用化が見込まれる分野に関しては、具体的な事業化に向けた支援を実施す
る。 
  
【推進方策例】 

●サプラチェーン構築に対する助成 
●カーボンリサイクル研究に対する助成 
●スタートアップ等による広島での実証助成 
●若者の研究参画支援 

 
（２）スタートアップ企業の創出・育成・誘致の強化 

経済の持続的な発展に、イノベーションの連続的な創出が必要である中、カーボンリサイクル研究のシーズを
有し、新規性の高い製品による新市場の創出を目指す「イノベーションの担い手」として高く期待される、スタ
ートアップ企業の研究を加速するよう積極的な支援を行うとともに、有望なシーズの研究段階からの起業とその
育成を推進する。特に、県外のスタートアップを広島へ呼び込むため、実証場所としての活用促進を強化する。 
 
【推進方策例】 

●スタートアップ等による広島での実証助成 
●スタートアップ企業や起業家をサポートし、事業成長を促進するアクセラレーションプログラムの実施 
●企業人材転入助成（本社機能移転時に経営者、雇用者及びその家族に対し助成） 
●研究開発機能拠点化助成（県内に移転・新設する研究開発部門の研究開発者に対し助成） 

 
（３）ＣＨＡＮＣＥを通じた企業間等のマッチングによる研究・事業化の促進 

課題を有する企業と課題対応する研究者、研究シーズを有する研究者と研究成果が生かせる企業とのマッチン
グ機会を提供し、共同研究や実証事業への助成を行い、カーボンリサイクルの研究・事業化を支援する。また、
水素の価格に影響を受けないカーボンリサイクル製品の早期の事業化を図るため、ＣＯ２回収から製品販売まで
の企業群によるサプライチェーンの構築を促進する。 
 
【推進方策例】 

●企業間・産学間マッチングを促すための各種交流会の開催 
●サプライチェーン構築に対する助成 
●サプライチェーン構築に向けたワーキングの開催 

 
（４）大崎上島カーボンリサイクル拠点との連携 

カーボンリサイクル研究拠点の魅力づくりおよび認知向上を図るため、ＮＥＤＯからの委託により広島大学が
実施する「ＮＥＤＯプロジェクトを核とした人材育成、産学連携等の総合的展開/カーボンリサイクルに係る特
別講座」（以下「特別講座」という。）と連携したイベントや研究支援を実施する。また、先進的なカーボンリサ
イクル技術のショールーム化やオープンラボ化に向けて、カーボンリサイクル研究拠点で開発された技術や製品
の展示、カーボンリサイクル研究拠点の設備の貸出等、国に要望していく。さらに大崎上島町や島内のカーボン
リサイクル研究拠点と連携し、島内の研究者と県内外の企業・研究者・学生との交流機会を創出する。 
 
【推進方策例】 

●ＮＥＤＯの特別講座と連携した拠点イベント実施や特別講座参加者への研究支援 
●拠点研究者等による研究発表会の実施 
●国へのカーボンリサイクル研究拠点のショールーム化・オープンラボ化等による魅力づくりの提案 
●学生等に対するカーボンリサイクルをテーマとした視察促進 
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（５）ビジネスへの需要拡大支援 
カーボンリサイクル技術を活用した製品・サービスの購入・調達は、従来の化石燃料由来製品等と比較してコ

ストアップとなる可能性が高いため、特に社会実装が比較的早期に進むと想定される製造に水素を必要としない
カーボンリサイクル製品について、モデル的に公共調達を含めた具体の出口を企業へ提供しつつ、県民のカーボ
ンリサイクル製品への認知・導入の意義等の理解を促進する取組を実施する。 
【推進方策例】 

●カーボンリサイクル製品の公共調達を利用した普及促進（モデル導入検討）  
●カーボンリサイクル製品の民間企業の導入促進 

    
（６）大規模な資金投入につながる環境整備 
 カーボンリサイクル技術の社会実装に向けては、大規模な研究資金が必要となる。拠点化推進の各取組により
支援する研究開発や共同事業などを呼び水として、更なる国の研究資金や国内外のＶＣ等からのインパクトの大
きい投融資の獲得を目指す。  
 
【推進方策例】 

●研究案件に対する助成 
●スタートアップ等による広島での実証助成 

 
（７）県内研究事例や企業の取組の情報発信 

県内で大学や企業等による研究開発や実証等の現状や有用性、今後の展望や課題等を県内外に広く示すことに
より、取組への社会的理解を深めていくとともに、関心を寄せる企業等を広島県へ誘致することや、ビジネスチ
ャンスの創出に繋げていく。また、広島への注目度を上げるため、カーボンリサイクル関連会議の誘致・参画や
マスメディア等の積極的な活用を図る。 
 
【推進方策例】 

●イベントによる情報発進  
●カーボンリサイクル関連会議の誘致・参画 

 
３．「新産業の集積」に向けた今後 3年間の具体的な取組 
（１）各種マッチングの拡充 
 カーボン・サーキュラー・エコノミー実現に資するカーボンリサイクル等技術の開発を進める県内企業や県内
外のスタートアップ企業等のシーズ及びニーズに関する情報を収集し、企業間での技術マッチング促進や、ファ
ンド（ＶＣ・ＣＶＣなど）とのビジネスマッチング機会を拡充していく。このほか、県内における実証試験の場
を開拓し、スタートアップ企業等の実証フィールドを模索する企業を支援していく。 
 
【推進方策例】 

●製品開発や実装に向けた地域連携等を促す企業間・産学間のマッチング交流会の開催  
●スタートアップ等による広島での実証助成 

    
（２）カーボンリサイクル技術に必要となるＣＯ２フリー水素の調達に向けた対応 

多くのカーボンリサイクル技術に重要となるＣＯ２フリー水素の調達について、水素・アンモニアの供給拠点整
備を先行的に進めている周辺地域との水素等サプライチェーン構築に向け、コスト・用途・需給量・スケジュー
ル等の観点から情報収集を行う。また、研究開発支援やワーキンググループ等の支援メニューにおいて、「カー
ボンリサイクル活用を目的とした水素等の利活用」を加えることにより、将来的なＣＯ２フリー水素活用を見据
えたスモールな地産地消プロジェクトの創出を推進する。 
 
【推進方策例】 

●水素等サプライチェーン構築に向けた広域連携の推進  
●水素等の地産地消に向けた取組の推進 

    
（３）若手研究者の育成と次世代教育 

カーボンリサイクルの認知や重要性への理解を広めていくため、初等・中等教育でのカーボンリサイクル等教
育機会を設定し、職場見学や研究者との交流機会を創出すことにより、社会問題に向けた早期からの実践教育を
実施する。その延長線上に、将来的なカーボンリサイクル人材の排出を見据え、高校生や大学生を中心とした若
者コミュニティづくりに着手する。また、大学生以上の若手研究者の裾野を広げる支援メニューを創設する。 
【推進方策例】 
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●高校等へ出前講座の実施や大学や研究機関への社会見学会の開催 
●将来的なスタートアップ育成を見据えた若者コミュニティの形成 
●若者の研究参画支援 

 
 
４．今後の見直しについて 
 ＣＮを目指し、世界の動向は刻々と、時に大きく変化することが予想される。また、カーボンリサイクルをめぐる
研究開発は未だその多くが実用段階に至っていないものの、研究、実証、社会実装に向けた取組が世界規模で加速
しており、分野によって市場形成が急速に進む可能性がある。 
 広島県においても、今後の動向を注視し、概ね2027年度まではここまで記載した内容に取り組むこととする一方、
最新情勢を踏まえて、より効果的な取組を実施していくため、適宜、本構想の内容の見直しを行うこととする。 
 


